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■2018/３期 業績総括

（スライド資料のとおり）



5

■2018/３期 連結PL実績

当連結累計期間（2017年４月１日～2018年３月31日）は、経常利益が前年、計画ともに上回り、
順調に推移した。

売上高は㈱UA、㈱コーエン等が増収し、販売チャネルではネット通販が大きく増収した。

売上総利益率は前期から0.5ポイント、計画から0.3ポイント改善し、51.5％となった。特に下期
における値引きロスの低減等が奏功した。

販管費率は、前期実績および計画と同等の44.7％となった。売上やたな卸資産の改善・効率化
等に伴う販管費率の低減が図れた。一方、第４四半期で中長期に向けた戦略投資を実行し、前
年、計画並の販管費率となった。

以上の結果、営業利益、経常利益とも前年、計画を上回った。特別損失については、店舗の減
損や事業撤退に関わる特損の計上等で前年、計画より増加し、当期純利益は計画比95.5％、前
期比101.1％の52億円となった。
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前期からクロムハーツ事業を除いた前期比で106.3％、含めた比較で101.8％と
なり、計画比では100.6％となった。なお、事業撤退による売上のマイナスは当初計画には含ま
れていなかったが、それを補って計画をクリアした。

既存店売上高前期比は104.2％となった。

ビジネスユニットは小売、ネット通販とも前期および計画を上回って推移し、特にネット通販は
引続き好調に推移した。

売上構成比はネット通販が18.3％、アウトレットが14.6％となった。

小売既存店客数前期比は99.0％であるが、小売＋ネット通販での既存店客数前期比は
102.4％と前期を上回り推移した。

※小売＋ネット通販客数前期比は参考値
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■単体 売上高実績 事業別

全ての事業がビジネスユニット売上高および既存店売上高について増収した。

UA事業はメンズカジュアルおよびウィメンズ全般が順調に推移した。GLR事業はウィメンズ全
般、SBUはオデット エ オディール、ドゥロワー、ステーション ストア等が順調に推移した。
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■連結 売上総利益率 実績

売上総利益率は、前期＋0.5ポイントの51.5％となった。

前期との主な差異内容（連結売上総利益率に与えた影響）は次のとおり。

㈱UA ビジネスユニットによる影響は＋0.2ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益率は前
期差＋0.3ポイント。上期は主に為替（円高）がプラスに影響した。下期は為替（円安）によるマイ
ナス影響があったものの、値引きロスの低減により前期から改善した。

㈱UA アウトレット等による影響は＋0.１ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率前期差は
＋0.7ポイント。事業品およびアウトレット専用品双方の売上総利益率改善が主な要因。

㈱UA その他原価による影響は＋0.2ポイント。商品廃棄、商品評価損の減等によりプラス影響
となった。

その他の要因による影響はプラスマイナスゼロ。一部の連結子会社で売上総利益率が改善し
たが、㈱UAアウトレット売上構成比増等でプラスマイナスゼロであった。
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■連結販管比率実績

販管費は前期比106.2％、販管費率は前期同等の44.7％となった。

売上比における前期からの主な増減内容は次のとおり。

人件費率：期を通じて増収に伴う相対的な低減等があった。４Ｑでは計画達成賞与を支給し、
結果、人件費率は前期より若干上昇した。

その他販管費率：たな卸資産効率化に伴う関連コストの減等があった一方、４Ｑでは中長期に
向けた戦略投資を実施した。
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■連結BS実績

総資産は前期末比99.0％の671億円となった。

流動資産は、前期末比101.6％の458億円となった。これは主に未収入金の増、たな卸資産の
減によるものである。固定資産は、同93.7％の212億円となった。これは有形固定資産の増があ
ったものの、減価償却による減によるものである。

流動負債は、同91.3％の272億円となった。これは主に短期借入金および１年以内返済予定長
期借入金の返済による減によるものである。

固定負債は、同74.2％の52億円となった。これは主に長期借入金の返済による減によるもので
ある。

なお、期末の長短借入金の残高は、前期末比36.3％の50億円となった。

たな卸資産は、同94.6％の247億円となった。売上高前期比は106.1％であり、売上の伸びを大
きく下回った。
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■ 連結CF実績

期末の現金及び現金同等物は、63億円となった。営業キャッシュフローが前期から大きく改善
した。

営業キャッシュ・フローは、139億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税
前当期純利益86億円、たな卸資産の減14億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、売上債
権の増14億円、法人税等の支払額37億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、24億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの
主な内訳は新規出店等に伴う有形固定資産の取得18億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、108億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの
主な内訳は、長短借入金の返済による減87億円、配当金の支払22億円である。
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■グループ合計小売出退店 2018/３期実績

グループ合計での新規出店数：20、退店：33、期末店舗数：347。

前回からの変更点は、BYの退店１店舗の増である。
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■グループ合計小売出退店 2019/３期計画

グループ合計での新規出店数：22、退店：14、期末店舗数：355を計画。
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■参考：㈱UA 2018/３期 小売出退店実績

（説明は省略）
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■参考：2018/３期 小売出退店明細①

（説明は省略）
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■参考：2018/３期 小売出退店明細②

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

・（株）フィーゴ

減収減益となった。売上高は、前期比94％の28億円となった。フェリージにおいてビジネスアイテム等が目論見を
下回ったことで減収減益となった。新年度は人材育成強化、ウィメンズ商品強化、不採算取組み見極め等により中
期的な再成長を目指す。

・(株)コーエン

増収増益となった。売上高は、前期比111％の118億円となった。好調継続。新年度はブランド 認知を高める取組
み等を推進し、増収増益を目指す。

・CHROME HEARTS JP合同会社

全社売上高120億円。ビジネスユニット売上高は前年同期比100.2％。通期で免税売上が前年超え。新年度： 増
収増益を目指す。

・UNITED ARROWS TAIWAN LTD. 

前期通期では苦戦も、BYが18年春夏より復調傾向。18年４月よりコーエンの自社ECを開始、好調に推移。

・㈱Designs

前期通期では苦戦も、2018年春夏商品が好調に推移 。
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■2019/３期 連結PL計画

中長期に向けたインフラ投資を実行しつつ、増益を目指す。

売上高は前期比 101.2％の 1,563億円を目指す。㈱UAの小売＋ネット通販既存店売上高前期
比の前提は102.5％である。

売上総利益率はたな卸資産効率化に伴う値引きロス低減等により、前期から0.5ポイント改善
の52.0％を目指す。

販管費率は上期に中長期に向けた物流投資を実施することや欠員の補充等により、前期比プ
ラス0.4ポイントの45.0％を計画している。物流投資については後半で説明する。特にこれらの取
組みにより、上期は減益の計画となっている。

以上により、営業利益は前期比103.2％の108億円、経常利益は前期比102.1％の110億円を目
指す。ちなみに前期および新年度の２期平均経常利益成長率は中期ビジョンで掲げている108％
となっている。

また、特損の減少等に伴い、当期純利益は前期比114.3％の60億円を見込む。
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■参考：2019/３期 連結 上下別PL計画

（説明は省略）
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■参考：2019/３期 単体 売上高計画明細

（説明は省略）
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Ⅱ.前期総括、 2019/３期の経営方針等

「前期総括」、「中期ビジョン初年度総括」、「新年度の経営方針」、「物流センターの再編」の４項目を説明。
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■2018/３期 単年度経営方針「収益性の早期改善」総括

前期は、「収益性の早期改善」を経営方針に掲げ、各種の取組みを推進した。結果は概ね当初の想定どおりと
なり、項目によっては想定を上回る結果となった。

改善要因の詳細はスライドに記載のとおり。外部要因も一部あるが、主な要因としては、経営方針に沿った取
組みの推進によって、各種の重要指標が改善し始めていると認識している。

また、前期は、業績について一定の結果を出しながら、中長期に向けた戦略投資も実行し始めることができた。

今後についても、引続き中長期に向けた有益な投資を実施することで、盤石な体制の構築を目指す。
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■UAグループ中期ビジョン 初年度総括

中期ビジョンは、大きく４つの戦略を推進している。

１．強い経営基盤の確立

まず不採算事業を見極め、２事業の撤退を実行した。これらの事業を含む採算性の低い店舗を複数閉店する
ことで、店舗の収益性改善に努めた。また、「収益構造健全化プロジェクト」の推進により、2018年４月の大型組
織再編を決定した。

２．実店舗の強みを活かしたEC拡大

過去の説明会での説明のとおり、各種施策を推進することにより、高い成長を維持できた。さらに自社ECにつ
いては、より高い成長を遂げることができた。

３．マーケット変化への対応

今後の成長ドライバーとして位置づけているグリーンレーベル リラクシングおよびコーエンについて説明。GLR
については、本体の成長拡大に加え、主にビジネスウｪアを扱うストアブランド、そしてウィメンズ商品を扱うスト
アブランドの展開を開始し、中長期的な拡大に向けた布石を打った。コーエンについては、2017年１月期の下半
期より開始した収益構造改革により再成長へ向けた基盤固めができつつあると認識。スライドに記載はないも
のの、ユナイテッドアローズ事業についても、順調な売上成長および収益性の改善が図れている。

４．お客様との接点の拡大

中期後半における取組みの開始に向け、社内討議が進行している。

以上の結果、掲げている定量目標は現時点ではすべてクリアできている。



■2019/３期 UAグループ経営方針および重点取組課題

経営方針は「中期戦略の徹底推進」である。中期ビジョンの達成を目指し、体質改善、収益改善、成長基盤の確
立に向けた取組みを実施する。

４つの重点取組課題について

１．強い経営基盤の確立

経営理念の再浸透、社内コミュニケーションの活性化、ジョブローテーションの検討や評価制度の見直しなどを行
う。これにより、全社一丸となって中長期的な成長に向けた基盤を作る。また、今期についても不採算な取組みの
精査を引続き実行することで、役割を終えた店舗の退店、間接部門の業務の見直し等を行い、収益構造の健全化
を目指す。

２．実店舗の強みを活かしたネット通販の拡大

実店舗とネット通販双方の売上に貢献できるサービスや仕組みの検討、現在の小売環境に合わせた基本販売政
策の改定、多様な働き方に対応した人事施策やRFIDの導入、そして店舗業務の効率化による人員不足への対応
等を行う。これらの取組みの推進により、実店舗の販売力を高めると同時に、ネット通販売上拡大を図る。

３．マーケット変化への対応

トレンドマーケットにおいては、質の向上による収益率の改善、ミッドトレンドマーケットにおいては、売上規模拡大
による収益額の向上、そしてニュートレンドマーケットにおいては、社内構造改革とブランド認知拡大策による収益
額の向上を目指す。この方針に準じて、本年4月から㈱UAの組織体制も大きく変更した。

４．未来の成長に向けた取組みの実施

経営理念の「世界に通用する新しい日本の生活文化の規範となる価値観の創造」を具現化すべく、衣料品以外
へのドメイン拡大の検討を引き続き行う。海外展開については、ミッドトレンドマーケット、およびニュートレンドマー
ケットの進出についても調査・検討を行う。すでに本年4月から、コーエン オンラインストアの台湾展開を開始。商品
調達面では、今のお客様の購買行動に適したサプライチェーンの確立に向けた準備を進める。
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■2018年４月１日付 組織変更について

前期までは事業本部をUA、BY、GLR、SBUの４つに括り、各本部内で収益を管理する体制をとってきた。しかし、
近年、組織運営が縦割り化され、各部が部門最適な考え方を取りがちになるなどの弊害が発生してきた。また、全
社横断の施策が進めづらいといったことや、事業間の人材交流が難しいなどの問題も顕在化してきた。そのため、
本年４月から、UA、BYを中心に主にトレンドマーケットを担う第一事業本部、GLRを中心に主にミッドトレンドマーケ
ットを担う第二事業本部に再編し、各マーケットに適した方針に基づいて事業を運営する体制に変更した。

さらに、UAとBYの両ブランドの商品を取り扱うUA総合店においては、これまで一つの店舗を二つの事業本部が
管理する構造となっていたため、店舗設計、品ぞろえ、サービスなどがお客様本位になっていないという課題があ
った。その解決に向け、昨年11月にUA横浜店をリニューアルし、両ブランドを融合した運営に切り替えている。今
後は一つの事業本部として管理することで、UA総合店全体の強化を行っていく。

また、SBU内の各ストアブランドは、小さな組織のために非効率な運営となり、小型店舗が多く、人員不足の影響
を受けやすいなど、それぞれが孤軍奮闘している状況であった。今回の組織再編ではSBUの各ストアブランドを第
一事業本部、第二事業本部の傘下に振り分け、それぞれの事業本部下に置いた商品部門、販売部門、販促部門
が複数のストアブランドを管理する体制に変更している。各事業の個性を残しつつ、商品・販売・宣伝活動におい
て大型事業のノウハウを活かしたスケールメリットのある運営を行っていく。

間接部門については本部を撤廃して、機能別の部を担当執行役員が管理する体制に変更した。各部の専門性
を強化しながら少数精鋭化し、社内の課題に迅速に対応することで、効率と生産性を向上させる。
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■2018年４月１日付組織図

（参考まで添付）
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■物流センターの再編につい
今回の物流センター再編については、「UAグループ中期ビジョン」に掲げた４つの戦略のうち「強い経営基盤の確

立」、および「マーケット変化への対応」に位置づけられる取組みである。

現在当社の物流において、主に３つの課題がある。

１つ目は人手不足による物流費の上昇である。人手不足の問題が続く中、物流会社においても優秀な人材を確保
するために人件費が増加する傾向がある。そのため運営の省人化を図り、効率的な運用に向けた対応が必要とな
っている。

２つ目は当社グループの事業構造の変化による売上高物流費率の上昇である。中期ビジョンで説明したとおり、今
後はGLRを中心とするミッドトレンドマーケット事業、コーエンによるニュートレンドマーケット事業の売上規模を拡大さ
せていく方針である。これらの事業はUA事業などに比べて商品単価が低く、今の物流体制のままでこのマーケット
の売上構成比が高まると、物流費率が上昇することになる。そのため、今の段階で手を打っておくべきと判断した。
なお、㈱コーエンについては、以前より大手の物流会社様と提携し、物流倉庫におけるRFIDの活用等も進んでおり、
物流コストの低減が進んでいる。

３つ目の課題は、複雑化した物流運営とコスト構造の不明確化である。事業の拡大に伴い、社内からの改善要望
に対して既存の物流システムに様々な改良を重ねた結果、物流業務が複雑化し、中長期的な対応への懸念が出て
いる。業務の複雑化でコスト構造も見えづらくなってきており、今後に向けて物流体制を整理する必要性が出ている
。

今回の再編はこれらの課題を解決し、当社グループの中長期的な成長を担保するものである。１つ目と２つ目の課
題については、大型のマテハン機器を備え、効率的な運営が行える新物流センターの稼動によって、また３つ目の
課題は、当社が主体となった新センターの企画・設計、そして既存センターとのすみ分けを行うことによって解決して
いく方針である。
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■物流センターの再編について

新物流センターの概要

新センターは、大和ハウス工業様のDPL流山Ⅰの１フロアをお借りする。このセンターは高い免震性能や災害発
生時の早期復旧も可能な設備を持ち、交通アクセスにも優れている。

倉庫業務については大手アパレル企業との取引実績も多い物流大手のセンコー様に委託し、５月14日から稼動
を開始する。１フロア 9,200坪強の大規模なスペースに、商品を自動で運ぶ「コンベア」、商品の仕分けを行う「ピー
スソーター」、高いスペース効率で多数の商品の保管、補充、ピッキングが行える「ケース自動倉庫」などの大型マ
テハン機器を導入する。これらは全てコンピューター制御で運転されるため、従来に比べて少人数で、極めて効率
の高い業務が行える。センコー社の物流管理システムを活用することで、倉庫内の各種物流業務の進捗状況を
可視化し、適時に適切な対応が行える体制を構築する。
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■物流センターの再編について

物流センターの再編による定量・定性的効果

当物流センターに導入する大型マテハン機器は、当社の資産として購入する。そのため、今期、約13億円のキャ
ッシュアウトが発生する。一方、新センターでは、大型機器の投入により業務効率が大幅に改善され、物流委託費
も低減される見通しである。そのため、将来的にコスト効率の高い運営が可能となる。

スライドのグラフは、物流センター再編に関連するコストのシミュレーションである。今後６年間、保守的に単体売
上高が年率３％で成長したと仮定し、再編を実施した場合としなかった場合のコストを比較した。今期については
移行に伴う各種経費等が発生するため５億円弱のコスト増となるが、来期以降は毎期２億から４億円程度のコスト
削減となる。

このシミュレーションでは売上成長を保守的に組んでいる。実際に売上がより成長し、商品取扱量が拡大した場
合、このシミュレーション以上の効果が期待できる。

定性面では、この再編によって物流運営の安定化が図れ、今後の小売環境や物流業界の変化に対しても柔軟
に対応できるキャパシティが生まれる。今回の取組みは、当社の中長期成長に向け、確実なリターンにつながる投
資であると判断している。
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